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3.4.4 遊水地＋河川改修案 

深川川上流に遊水地を配置して深川川を流下する流量を低減し、流下能力が不足する区間

については河川改修をすることにより、安全に流下できる断面を確保し、深川川及び大河内

川沿川地域の水害を防除する。 

 

□ 施設検討条件 

・遊水池の洪水調節と河川改修により観月橋基準地点での洪水ピーク流量の低減を図る。 

・河道断面は、遊水池により洪水調節した後の河川の流量が、年超過確率 1/70 の洪水及び

H11 年 6 月洪水規模の出水に対し、安全に流下することを目標とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4.11 遊水地＋河川改修案の流量配分 

 

□ 整備内容 

〔遊水地〕 

A=476,000m2 

〔河川改修〕 

掘削、引堤、築堤 

〔補償〕 

 

 

 

 

  

 住家 用地 

遊水地 43 戸 47.6ha 

河 道 1 戸 1.0ha 



 3-48

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4.12 河川改修事業区間（遊水地＋河川改修案） 

□ 事業計画図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4.13 遊水地計画平面図 
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図 3.4.14 河川改修計画平面図（湯本付近）  

 

〔遊水地＋河川改修案〕 

凡 例 
掘削範囲 
源 泉 

せせらぎ橋 

せせらぎ橋付近（5k750） 

▽ＨＷＬ37.30m 

▽ 33.88m 



 3-50

3.5 対策案の評価軸による評価 

前項で検討した治水対策案を「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目」で

示されている評価軸により評価する。 

「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目」に示されている評価軸は、次の

とおりである。 

1) 安全度（被害軽減効果）  2) コスト  3) 実現性  4) 持続性 

5) 柔軟性  6) 地域社会への影響  7) 環境への影響 

 

 

■検証を行う上での基本的な考え方 

・評価に当たっては、現状における施設の整備状況や事業の進捗状況を原点として検討を行う。 

・各治水対策案について、目標を上回る洪水が発生する場合の状態や、必要に応じ、局地的な

大雨が発生する場合の状態を明らかにするなど、河川や流域の特性に応じ、各評価軸につい

て評価する。 

・各評価軸についてそれぞれ的確な評価を行った上で、財政的、時間的な観点を加味して目的

別の総合評価を行う。 

・目的別の総合評価に当たって、一定の「安全度」を確保することを基本として、「コスト」

を最も重視する。なお、これらの考え方によらずに、特に重視する評価軸により評価を行う

場合等は、その理由を明示する。 

・各目的別の検討を踏まえて、検証の対象とするダム事業に関する総合的な評価を行う。 

・科学的合理性、地域間の利害の衡平性、透明性の確保を図り、地域の意向を十分に反映する

ための措置を講じて検討を進める。 

 

 

 

表 3.5.1 治水対策案に対する評価軸（7項目）および評価の考え方 

評 価 項 目 詳     細 

1)安全度 河川整備計画レベルの目標に対し安全を確保できるか 

2)コスト 完成費用、維持管理費用、ダム中止費用等はいくらか 

3)実現性 用地買収等の見通し、法制度上、技術上の実現性はあるか 

4)持続性 将来にわたって持続可能な手法か 

5)柔軟性 気候変動など将来の不確実性に対する柔軟性はあるか 

6)地域社会への影響 事業地及び周辺への影響はどの程度か 

7)環境への影響 水環境、流域全体の環境にどのような影響があるか 

 

・評価軸ごとに評価を行い、最も優位な案に○をつける。 
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治水対策案と
実施内容

の概要

評価軸と評価
の考え方

１）ダム＋導水路＋河川改修 ２）河川改修 ３）放水路＋河川改修 ４）遊水地＋河川改修

大河内川にダムを建設

＋深川川から大河内川への導水路

＋深川川・大河内川の河川改修

深川川・大河内川の河川改修

深川川から大河内川への放水路

＋大河内川から日本海への放水路

＋深川川・大河内川の河川改修

深川川沿いに遊水地を建設

＋深川川・大河内川の河川改修

1.

安
全
度

（
流
量
低
減
、
水
位
低
下
、
資
産
被
害
抑
制
、
人
身
被
害
抑
制
の
観
点
で
評
価
）

①河川整備計画レベル
の目標に対し安全を確
保できるか

・下流市街地及び支川大河内川に

おいて、年超過確率1/70の洪水を

安全に流下させることができる。

・大河内川合流点より上流におい

て、H11年6月洪水規模の出水を

安全に流下させることができる。

○

・下流市街地及び支川大河内川に

おいて、年超過確率1/70の洪水を

安全に流下させることができる。

・大河内川合流点より上流におい

て、H11年6月洪水規模の出水を

安全に流下させることができる。

・下流市街地及び支川大河内川に

おいて、年超過確率1/70の洪水を

安全に流下させることができる。

・大河内川合流点より上流におい

て、H11年6月洪水規模の出水を安

全に流下させることができる。

・下流市街地及び支川大河内川に

おいて、年超過確率1/70の洪水を

安全に流下させることができる。

・大河内川合流点より上流におい

て、H11年6月洪水規模の出水を

安全に流下させることができる。

②目標を上回る洪水等
が発生した場合にどの
ような状態となるか

・大河内川合流点より上流におい

ては、年超過確率1/70の洪水に対

して浸水被害軽減を図ることがで

きる。

・大河内川合流点より上流におい

ては、H11年6月洪水規模を越え

る洪水時には浸水被害を軽減でき

ない。

・大河内川合流点より上流におい

ては、年超過確率1/70の洪水に対

して浸水被害軽減を図ることがで

きる。

・大河内川合流点より上流におい

ては、年超過確率1/70の洪水に対

して浸水被害軽減を図ることがで

きる。

③段階的にどのように
安全度が確保されてい
くか

(ダム) 
・導水路及び大河内川ダムが完成

するまで安全度は向上しない

・大河内川ダムが完成するH37年

には、河川全体の安全度が向上す

る。

(河道) 
・下流から一連区間を整備するこ

とで段階的に安全度が向上する。

(河道) 
・下流から一連区間を整備するこ

とで段階的に安全度が向上する。

・ダム案に比べ地元調整に時間を

要し、事業の見通しがつかない。

(放水路)

・放水路が完成するまで安全度は

向上しない

・放水路が完成すれば、河川全体

の安全度が向上する。

・ダム案に比べ地元調整に時間を

要し、事業の見通しがつかない。

(河道) 
・下流から一連区間を整備するこ

とで段階的に安全度が向上する。

(遊水地)
・遊水地が完成するまで安全度は

向上しない

・遊水地が完成すれば、河川全体

の安全度が向上する。

・ダム案に比べ地元調整に時間を

要し、事業の見通しがつかない。

(河道) 
・下流から一連区間を整備するこ

とで段階的に安全度が向上する。

④どの範囲でどのよう
な効果が確保されてい
くか

・計画区間内で目標安全度が確保

される。

・計画区間内で目標安全度が確保

される。

・計画区間内で目標安全度が確保

される。

・計画区間内で目標安全度が確保

される。

治水対策案と
実施内容

の概要
評価軸と評価
の考え方

１）ダム＋導水路＋河川改修 ２）河川改修 ３）放水路＋河川改修 ４）遊水地＋河川改修

大河内川にダムを建設

＋深川川から大河内川への導水路

＋深川川・大河内川の河川改修

深川川・大河内川の河川改修

深川川から大河内川への放水路

＋大河内川から日本海への放水路

＋深川川・大河内川の河川改修

深川川沿いに遊水地を建設

＋深川川・大河内川の河川改修

2.
コ
ス
ト

（
必
要
に
応
じ
、
直
接
的
な
費
用
だ
け
で
な
く
、
関
連
し
て
必
要
と
な
る
費
用
に
つ
い
て
も
明
ら
か

に
し
て
評
価
す
る
）

①完成までに要
する費用

総事業費：
240億円（多目的）

残事業費：
（ダム・導水路）

76.0億円（治水分）
（河道） 15.8億円

計 91.8億円

（河道）
補償住家数： 1戸
買収面積：0.8ha

○

総事業費：（残事業費）
（河道） 165.2億円

補償住家数：16戸
補償工場数：1棟
補償旅館数：1棟
買収面積：

宅地 0.4.ha
水田・畑 1.2ha

架け替え橋数：
道路橋 11橋
ＪＲ橋 2橋

総事業費：（残事業費）
（放水路） 344.1億円
（河道） 15.8億円

計 359.9億円

補償住家数：1戸
買収面積：

宅地 0.1ha
水田・畑 0.9ha

総事業費：（残事業費）
（遊水地） 252.6億円
（河道） 24.6億円

計 277.2億円

補償住家数：44戸
買収面積：

宅地 2.4ha
水田・畑 46.2ha

②維持管理に要
する費用

（ダム）県内ゲートレスダムの実績維
持管理費（機器更新含む）を計上。
0.25億円/年×50年×治水分アロケ
率49.9％＝6.24億円
（導水路）深川川の実績維持管理費を
導水路延長分(1.5km)計上。
0.006億円×50年＝0.3億円
（河川）河川管理延長が現況と変わら
ないため、新たに維持管理費用は発生
しないものとし、計上しない。
50年分の維持管理費用：6.5億円

（河川）河川管理延長が現況と変
わらないため、新たに維持管理費
用は発生しないものとし、計上し
ない。

（放水路）深川川の実績維持管理
費を導水路延長分(1.5km)と放水
路延長分(5.1km)計上。
0.025億円×50年＝1.3億円
（河川）河川管理延長が現況と変
わらないため、新たに維持管理費
は発生しないものとし、計上しな
い。

50年分の維持管理費用：1.3億円

（遊水地）深川川の実績維持管理
費を遊水地の延長分(3.5km)計上。
0.013億円×50年＝0.7億円
（河川）河川管理延長が現況と変
わらないため、新たに維持管理費
は発生しないものとし、計上しな
い。

50年分の維持管理費用：0.7億円

③その他の費用 ダム中止に伴う費用

・生活再建上必要な道路（県道）
を完成させるための建設費用
16.7億円

・負担金返還費用（水道）

14.0億円

・横坑閉塞費用0.3億円

・残土処理場防災設備費用

2.0億円

計 33.0億円

ダム中止に伴う費用

・生活再建上必要な道路（県道）
を完成させるための建設費用
16.7億円

・負担金返還費用（水道）

14.0億円

・横坑閉塞費用0.3億円

・残土処理場防災設備費用

2.0億円

計 33.0億円

ダム中止に伴う費用

・生活再建上必要な道路（県道）
を完成させるための建設費用
16.7億円

・負担金返還費用（水道）

14.0億円

・横坑閉塞費用0.3億円

・残土処理場防災設備費用

2.0億円

計 33.0億円

合計 98.3億円 198.2億円 394.2億円 310.9億円

1）各対策案における安全度の評価 

 

表 3.5.2 安全度評価一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2）各対策案におけるコストの評価 

表 3.5.3 コスト評価一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コメントの凡例 
青字：プラスの要因 
－ ：現状維持、その他 
赤字：マイナスの要因 
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治水対策案と
実施内容

の概要

評価軸と評価
の考え方

１）ダム＋導水路＋河川改修 ２）河川改修 ３）放水路＋河川改修 ４）遊水地＋河川改修

大河内川にダムを建設

＋深川川から大河内川への導水路

＋深川川・大河内川の河川改修

深川川・大河内川の河川改修

深川川から大河内川への放水路

＋大河内川から日本海への放水路

＋深川川・大河内川の河川改修

深川川沿いに遊水地を建設

＋深川川・大河内川の河川改修

5.

柔
軟
性

地球温暖化に伴う
気候変化や社会環
境の変化など将来
の不確実性に対す
る柔軟性

・大河内川合流点より上流について
は、方針レベルに対して今回対策箇
所の再改修により新たな用地補償が
生じる。

・大河内川合流点より上流について
は、方針レベルに対して今回対策箇
所の再改修により新たな用地補償が
生じる。

・大河内川合流点より上流について
は、方針レベルに対して今回対策箇
所の再改修により新たな用地補償が
生じる。

・大河内川合流点より上流について
は、方針レベルに対して今回対策箇
所の再改修により新たな用地補償が
生じる。

治水対策案と
実施内容

の概要
評価軸と評価
の考え方

１）ダム＋導水路＋河川改修 ２）河川改修 ３）放水路＋河川改修 ４）遊水地＋河川改修

大河内川にダムを建設

＋深川川から大河内川への導水路

＋深川川・大河内川の河川改修

深川川・大河内川の河川改修

深川川から大河内川への放水路

＋大河内川から日本海への放水路

＋深川川・大河内川の河川改修

深川川沿いに遊水地を建設

＋深川川・大河内川の河川改修

3.

実
現
性

①土地所有者等の協
力の見通し

・用地補償は概ね完了している。

○

・河道改修により16戸の家屋補償、2
件の工場、旅館補償、約1.6haの用地
買収が必要となり、治水対策が変更と
なることから、土地所有者との調整に
見通しがつかない。

・放水路整備に約0.2haの用地買収、
河道改修に1戸の家屋補償、約0.8ha
の用地買収が必要となり、治水対策が
変更となることから、土地所有者との
調整に見通しがつかない。

・遊水地整備に43戸の家屋補償、約
47.6haの用地買収、河道改修に1戸
の家屋補償、約1.0haの用地買収が必
要となり、治水対策が変更となること
から、土地所有者との調整に見通しが
つかない。

②その他の関係者と
の調整の見通し

・河道改修が必要となるが延長が短い
ため他案に比べ、内水面漁協、教育委
員会、農業関係者等との調整は少ない。

・全川にわたって河道改修が必要とな
るため、内水面漁協、教育委員会、農
業関係者等との調整に時間を要する。

・放流先の海域では、濁水が発生する
ため漁協関係者との調整に時間を要す
る。

・河道改修が必要となるが延長が短い
ため、他案に比べ、内水面漁協、教育
委員会、農業関係者等との調整は少な
い。

・圃場整備された農地が多く、地元農
家との調整や農地転用の手続きに時間
を要する。

・河道改修が必要となるが延長が短い
ため、他案に比べ、内水面漁協、教育
委員会、農業関係者等との調整は少な
い。

③法制度上の観点か
ら実現性の見通し

・現行法内であるので、問題はない。 ・現行法内であるので、問題はない。 ・現行法内であるので、問題はない。 ・現行法内であるので、問題はない。

④技術上の観点から
実現性の見通し

・技術上確立されており、実現可能。 ・技術上確立されており、実現可能。 ・技術上確立されており、実現可能。 ・技術上確立されており、実現可能。

治水対策と
実施内容

の概要
評価軸と評価
の考え方

１）ダム＋導水路＋河川改修 ２）河川改修 ３）放水路＋河川改修 ４）遊水地＋河川改修

大河内川にダムを建設

＋深川川から大河内川への導水路

＋深川川・大河内川の河川改修

深川川・大河内川の河川改修

深川川から大河内川への放水路

＋大河内川から日本海への放水路

＋深川川・大河内川の河川改修

深川川沿いに遊水地を建設

＋深川川・大河内川の河川改修

4.

持
続
性

将来にわたって持続
可能といえるか

・適切に管理を行うことで、治水効果
は維持できる。 ○

・適切に管理を行うことで、治水効果
は維持できる。 ○

・適切に管理を行うことで、治水効果
は維持できる。 ○

・適切に管理を行うことで、治水効果
は維持できる。 ○

3）各対策案における実現性の評価 

 

表 3.5.4 実現性評価一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4）各対策案における持続性の評価 

表 3.5.5 持続性評価一覧 

 

 

 

 

 

5）各対策案における柔軟性の評価 

表 3.5.6 柔軟性評価一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

コメントの凡例 
青字：プラスの要因 
－ ：現状維持、その他 
赤字：マイナスの要因 
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治水対策案と
実施内容

の概要

評価軸と評価
の考え方

１）ダム＋導水路＋河川改修 ２）河川改修 ３）放水路＋河川改修 ４）遊水地＋河川改修

大河内川にダムを建設

＋深川川から大河内川への導水路

＋深川川・大河内川の河川改修

深川川・大河内川の河川改修

深川川から大河内川への放水路

＋大河内川から日本海への放水路

＋深川川・大河内川の河川改修

深川川沿いに遊水地を建設

＋深川川・大河内川の河川改修

6.

地
域
社
会
へ
の
影
響

①事業地及びその周
辺への影響はどの程
度か

・ダム整備において、用地補償や家

屋補償などはほぼ終了している。

・河川改修により用地補償(0.8ha)及
び家屋補償1戸が発生する。

○

・河川改修により用地補償（1.6ha）

及び家屋補償16戸が発生する。
・放水路整備においては、用地補償
（0.2ha）は比較的少ない。
・河川改修により用地補償(0.8ha)及
び家屋補償1戸が発生する。

・遊水地整備により圃場整備された

農地（45.3ha）の消失及び家屋補償

43戸が発生する。

・河川改修により用地補償(1.0ha)及
び家屋補償1戸が発生する。

②地域振興に対して
どのような効果があ
るか

・ダムにより水面が新たに創出され
るため、周辺整備を行うことにより、
地域振興の可能性がある。

・地域振興への効果は期待できない ・地域振興への効果は期待できない ・地域振興への効果は期待できない

③地域間の利害の衡
平への配慮がなされ
ているか

・地域間の衡平に配慮し、生活再建
対策等を実施している。

・地域間の不均衡は発生しない。 ・地域間の不均衡は発生しない。 ・地域間の不均衡が発生する。

治水対策案と
実施内容

の概要

評価軸と評価
の考え方

１）ダム＋導水路＋河川改修 ２）河川改修 ３）放水路＋河川改修 ４）遊水地＋河川改修

大河内川にダムを建設

＋深川川から大河内川への導水路

＋深川川・大河内川の河川改修

深川川・大河内川の河川改修

深川川から大河内川への放水路

＋大河内川から日本海への放水路

＋深川川・大河内川の河川改修

深川川沿いに遊水地を建設

＋深川川・大河内川の河川改修

7.

環
境
へ
の
影
響

①水環境に対してどの
ような影響があるか

水量：ダム下流において渇水時に流

況改善が期待できる。

水質：常時水を貯めるため、富栄養
化や濁水長期化の可能性がある。

・本川からヒ素を含む洪水(基準値
以下)を導水するが、放流水には影
響しない。

○

水質：本川からヒ素を含む洪水(基
準値以下)を導水するため、影響に
ついて検討が必要。

○

②生物の多様性の確保
及び流域の自然環境全
体にどのような影響が
あるか

・ダム建設や河川改修により、ア
ユやゲンジボタルなどの生物に対し
て影響を与える。

・大規模な河川改修が生じ、アユや
ゲンジボタルなどの生物に対して影
響を与える。

・放水路建設や河川改修により、ア
ユやゲンジボタルなどの生物に対し
て影響を与える。

・放水する先の仙崎湾に影響を与え
る。

・遊水地建設や河川改修により、ア
ユやゲンジボタルなどの生物に対し
て影響を与える。

③土砂流動がどう変化
し、下流河川・海岸に
どのように影響するか

・ダム建設によりダム直下の土砂流
動に対する影響は大きい。

・土砂流動に対する影響は小さい。 ・放水する先の仙崎湾に影響を与
える。

・土砂流動に対する影響は小さい。

④景観、人と自然との
豊かな触れ合いにどの
ような影響があるか

・ダムにより現状の景観が失われる。

・ダムにより水面が創出されるため、
新たな自然とのふれあいの場が創出
される可能性がある。

・堤内地盤高から河床までが今より

深くなり、親水性がやや低下する。

・河川改修の進め方によっては、景
観の改善や河川利用の促進が期待で
きる。

現状と大きくは変わらない。 ・遊水地建設により現状の景観が失

われる。

⑤その他 特になし 特になし 特になし 特になし

6）各対策案における地域社会への影響の評価 

 

表 3.5.7 地域社会への影響評価一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7）各対策案における環境への影響の評価 

表 3.5.8 環境への影響評価一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コメントの凡例 
青字：プラスの要因 
－ ：現状維持、その他 
赤字：マイナスの要因 
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治水対策案
と実施内

容の概
要

評価軸

１）ダム＋導水路＋河川改修 ２）河川改修 ３）放水路＋河川改修 ４）遊水地＋河川改修

大河内川にダムを建設＋

深川川から大河内川への導水路

＋深川川・大河内川の河川改修

深川川・大河内川の河川改修
深川川から大河内川への放水路＋大河内川
から日本海への放水路＋深川川・大河内川

の河川改修

深川川沿いに遊水地を建設

＋深川川・大河内川の河川改修

1.安全度

・整備目標規模を安全に流下可能。

・年超過確率1/70の洪水まで浸水被
害軽減効果が図られる。

・ダム完成はH37を予定。

○

・整備目標規模を安全に流下可能。

・H11年6月洪水規模の出水を越
える洪水時には浸水被害を軽減で
きない。

・改修に長期間を要する。

・整備目標規模を安全に流下可能。

・年超過確率1/70の洪水まで浸水
被害軽減効果が図られる。

・放水路下流の全区間で治水安全度
に効果を発現する。

・放水路の整備に長期間を要する。

・整備目標規模を安全に流下可能。

・年超過確率1/70の洪水まで浸水被害
軽減効果が図られる。

・遊水池下流の全区間で治水安全度に効
果を発現する。

・遊水地の整備に長期間を要する。

2.コスト 98.3億円 ○ 198.2億円 394.2億円 310.9億円

3.実現性

・用地補償は概ね完了。
・法的な問題なし。
・技術上の問題なし。 ○

・関係者との調整に時間を要する。
・法的な問題なし。
・橋梁や堰の改修が発生。
・技術上の問題なし。

・関係者との調整に時間を要する。
・法的な問題なし。
・技術上の問題なし。

・関係者との調整、農地転用の手続きに
時間を要する。
・法的な問題なし。
・技術上の問題なし。

4.持続性 ・治水効果は持続可能。 ○ ・治水効果は持続可能。 ○ ・治水効果は持続可能。 ○ ・治水効果は持続可能。 ○

5.柔軟性
・河川の再改修により用地補償が生じ
る。

・河川の再改修により用地補償が
生じる。

・河川の再改修により用地補償が生
じる。

・河川の再改修により用地補償が生じる。

6.地域社会への
影響

・地域への影響は小さい。
・地域振興の可能性有り。
・地域間の衡平は配慮済み。

○

・河川改修区間に影響あり。
・地域振興への効果は低い。
・地域間の不衡平は生じない。

・地域振興への効果は低い。
・地域間の不衡平は生じない。

・周辺への影響は大きい。
・地元農業への影響がある。
・地域間の不衡平が発生する。

7.環境への

影響

・流況改善が期待できる。
・水質に影響を与える可能性あり。
・河川の生物に影響を与える。
・土砂流動に影響あり。
・現状の景観が失われる。
・触れ合いの場を創出できる可能性有
り。

・河川の生物に影響を与える。
・土砂流動の影響は小さい。

○

・河川の生物に影響を与える。
・水質に影響を与える可能性あり。
・海岸の生物に影響を与える。
・土砂流動の影響は大きい。

・河川の生物に影響を与える。
・土砂流動の影響は小さい。

・現状の景観が失われる。

○

3.6 治水対策案の総合評価 

立案した各治水対策案について評価軸による評価を行った結果、安全度、コスト、実現性等

の観点から、「大河内川ダム＋導水路＋河川改修案」が最も優位であると評価した。 

 

 

 

 

表 3.6.1 治水対策案の総合評価 

 

 

コメントの凡例 
青字：プラスの要因 
－ ：現状維持、その他 
赤字：マイナスの要因 
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3.7 概略評価による利水(水道用水)対策案の選定（一次選定） 

3.7.1 検証の流れ 

(1)検証にあたっての基本的な考え方 

 
■検証にあたっての基本的な考え方 

・個別ダムの検証は、まず複数の利水対策案を立案する。複数の利水対策案の一つは、検証対

象ダムを含む案とし、その他に、検証対象ダムを含まない方法による対策案を必ず作成する。 
・利水（水道用水）対策案は、利水参画者（長門市）が必要としている水道用水量を確保する

ことを基本として立案する。 

 
整備目標 

   水道用水（1,000m3/日）を確保する。 
 
・「需要面での対応（河川区域外）」、「需要面・供給面での総合的な対応が必要なもの」を含め

て幅広い利水（水道用水）対策案を立案する。 
・評価にあたっては、現状における施設の整備状況や事業の進捗状況を原点として検討を行  

う。 
・各評価軸についてそれぞれ的確な評価を行った上で、財政的、時間的な観点を加味して目的

別の総合評価を行う。 
・目的別の総合評価にあたって、目標を確保することを基本として、「コスト」を最も重視す

る。なお、これらの考え方によらずに、特に重視する評価軸により評価を行う場合等は、そ

の理由を明示する。 
・科学的合理性、地域間の利害の衡平性、透明性の確保を図り、地域の意向を十分に反映する

ための措置を講じて検討を進める。 
 

 
「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目」において、ダムを含む 17 手法の

利水の方策および 6 項目の評価軸が示されている。 
次の検討内容により利水対策案を決定する。（下図の【対策案の検討フロー】を参照。） 
 
① 実現性、目標、コストを基本に深川川流域の利水対策として検討可能な手法を 17 手法に

上水受水を加えた 18 手法から選定する。 

② ①で選定した手法を組合せ、具体的な利水対策案の検討を行う。 

③ 目標、コスト、地域への影響や環境への影響などの評価軸について評価を行い、最適な利

水対策案を選定する。 
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図 3.7.1  利水対策案の検討フロー 
 

表 3.7.1(表-1)大河内川ダム事業の検証に係る利水対策案(国土交通省の示す利水対策案 17 手法) 

 
 

表 3.7.2 大河内川ダム事業の検証に係る利水対策案(水道用水)に追加した 1手法 
代替案 対策案の概要 

供給面の総合

的な対応が必

要なもの 

18 水道事業上水受水 既存の水道事業の給水区域の、導水による拡張によって、上水道水の給水を行う方策 

№ 案名 対策案の概要

1 ダム 河川を横過して専ら流水を貯留する目的で築造された構造物である。

2 河口堰 河川の最下流部に堰を設置することにより、淡水を貯留し、水源とする方策である。

3 湖沼開発
湖沼の流出部に堰等を設け、湖沼水位の計画的な調節を行って貯水池としての役割を持たせ、水源とする
方策である。

4 流況調整河川
流況の異なる複数の河川を連絡することで、時期に応じて、水量に余裕のある河川から不足している河川
に水を移動させることにより、水の有効活用を図り、水源とする方策である。

5
河道外貯留施設
（貯水池）

河道外に貯水池を設け、河川の流水を導水し、貯留することで、水源とする方策である。

6
ダム再開発
（嵩上げ・掘削）

既存のダムを嵩上げあるいは掘削することで利水容量を確保し、貯留することで水源を確保する方策であ
る。

7
他用途ダム容量
の買い上げ

既存のダムの他の用途のダム容量を買い上げて不特定利水のための容量とすることで、水源とする方策で
ある。

8 水系間導水 水量に余裕のある他水系から導水することで、水源とする方策である。

9 地下水取水 伏流水や河川水に影響を与えないように配慮しつつ、井戸の新設等により水源とする方策である。

10
ため池
（取水後の貯留施設を含む）

主に、雨水や地区内流水を貯留するため池を設置することで水源とする方策である。

11 海水淡水化 海水を淡水化する施設を設置し、水源とする方策である。

12 水源林の保全
土壌の働きにより、雨水を地中に浸透させ、ゆっくりと流出させるという水源林のもつ機能を保全し、河
川流況の安定化を期待する方策である。

13 ダム使用権等の振替
ダム使用権等で需要が発生しておらず、水利権が付与されていないものを必要なものに振り替える方策で
ある。

14
既得水利の
合理化・転用

用水路の漏水対策、取水施設の改良等による用水の使用量の削減、農地面積の減少、産業構造の変革等に
伴う需要減分を、他の必要とする用途に転用する方策である。

15 渇水調整の強化 渇水対策協議会の機能を強化し、渇水時に被害を最小とするような取水制限を行う方策である。

16 節水対策
節水こまなどの節水機器の普及、節水意識の啓発、工場における回収率の向上等により、水需要の抑制を
図る方策である。

17 雨水・中水利用
雨水利用の促進、中水（再生水）利用施設の整備、下水処理水利用の推進により、河川水・地下水の需要
の抑制を図る方策である。

供
給
面
で
の
対
応

（
河
川
区
域
内
）

供
給
面
で
の
対
応

（
河
川
区
域
外
）

需
要
面
・
供
給
面
の
総
合
的

な
対
応
が
必
要
な
も
の

 ４．抽出対策案を評価軸ごとに評価（二次選定） 

 ５．利水対策案の総合的な評価 

 ６．利水対策案の決定 

・選定した各手法を単独又は複合的に組合せて利水対策案を立案する。 

【評価軸】 ・実現性・・・土地所有者の協力の見通し、関係者との調整、制度上・技術上の観点など

      ・目 標・・・効果の内容、範囲等から目標安全度の確保、利水容量確保の可否など 

      ・コスト・・・完成までに要する費用、維持管理費に要する費用など 

【評価軸】 ・目標       ・・・利水容量の確保、段階、範囲、水質などの効果の確保 

      ・コスト      ・・・総事業費、維持管理費、ダム中止に伴って発生する費用など 

      ・実現性      ・・・土地所有者の協力、関係する河川使用者の同意等の観点など 

      ・持続性      ・・・利水容量確保の持続 

      ・地域社会への影響 ・・・事業地およびその周辺地域への影響、地域振興効果など 

      ・環境への影響   ・・・水環境、動植物、生態系および土砂移動、景観への影響など 

 2．概略評価により利水対策案を選定（一次選定） 

 1．複数の利水対策案の立案 

・ダム案とダム以外の案を、国から示された17手法（表-1）上水受水を加えた18手法から立案。 

 3．利水対策案の立案 
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『○』or『△』の場合 『×』の場合

【対策案の選定】
○：対策案として選定する。

【対策案の選定】
×：対策案として選定しない。

『○』の場合 『×』の場合

【実現性】
○：実現することが可能で、かつ実現に向けた見通しが確保されている。
△：実現することは可能だが、土地所有者の協力、関係者調整、法制度、技術的観点から実現に向けた見通しが十分確保され

ていない。
×：適切な箇所、施設がない、明らかに土地所有者等の協力が見込めない、技術が確立されてない等から極めて実現性が低い。

【目標】
○：対策効果・範囲が明確で、目標安全度を確保でき、かつ定量評価が可能。
×：上記いずれかが不可能。

【コスト】
－：評価対象外。

『○』の場合

【コスト】
×：コストが極めて高い。
○：それ以外。

『×』の場合

【目標】
－：評価対象外。

 一次選定に際しては「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目」で示されてい

る「17手法の利水の方策」に「上水受水」を加えた「18手法の方策」から「6項目の評価軸」の

内「3 項目の評価軸」に着目して、深川川流域の地形および土地利用状況等を踏まえ、方策案の

概略選定を行う。 

 なお、3項目の評価軸は、次のとおりである。 

 

   ① 実現性    … 土地所有者の協力の見通し、技術上の観点など 

   ② 目標     … 効果の内容、範囲、安全度の確保、利水効果の定量的判断の可否

など 

   ③ コスト    … 完成までに要する費用、維持管理費に要する費用など 

 
評価の基本的な考え方は、下記フローに従って行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.7.2  利水(水道用水)対策案の検討フロー 
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最低水位 EL.99.8m

常時満水位 EL.119.8m

サーチャージ水位 EL.132.9m

基盤岩盤 EL.75.0m

堆砂容量 200,000m3

利水容量 1,580,000m3

流水の正常な機能の維持
1,540,000m3

水道用水 40,000m3

総貯水容量
4,190,000m3

ダム天端高 EL.137.0m

洪水調節容量 2,410,000m3

有効貯水容量
3,990,000m3

堤高
62.0m

3.7.2 ダム 

ダムは河川を横過して専ら流水を貯留する目的で築造される構造物である。 
深川川における概要評価は以下のとおりであり、対策案として選定する。 

                      表 3.7.3  概略評価 

方
策
№

方策
実現性 目標

コス
ト

対策
案の
選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土
地所有者の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 目標の確保
定量
評価

評
価

1 ダム

可能 既計画であり、用地
買収や家屋移転は概ね完了
しており、早期実現が可能
である。

○
水道用水を補給、ダム下
流に効果有り

目標の確保が
可能

可能 ○ ○ ○ 現計画

             
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

計画浄水場

凡例

配水施設

：現配水施設
：計画浄水場

大河内川ダム

：計画水源
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3.7.3 河口堰 

深川川の河口部に堰を設けて淡水を貯留し、水源とする方策である。 

深川川における概要評価は以下のとおりであり、対策案として選定しない。 

表 3.7.4  概略評価 

方
策
№

方策

実現性 目標

コスト
対策
案の
選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地所
有者の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 目標の確保
定量
評価

評
価

2 河口堰

困難 既存施設は50年以上経過
した起伏堰であり、洪水時の堰
の倒伏において、洪水低減期の
塩水混入による取水停止の恐れ
があることから、塩害被害を防
止し供給することは困難である
。

× － － － － － ×

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.7.3 河口堰の例 

3.7.4 湖沼開発 

湖沼の流出部に堰等を設け、湖沼水位の計画的な調節を行って貯水池としての役割を持たせ、

水源とする方策である。 
深川川における概要評価は以下のとおりであり、対策案として選定しない。 

表 3.7.5  概略評価 

方
策
№

方策

実現性
目標

コスト
対策案
の選定

備考
地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の協力の
見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 目標の確保
定量評
価

評
価

3
湖沼
開発

困難 流域内及び周辺には開発可能な湖沼は
存在しない

× － － － － － ×

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

印旛沼 

霞ヶ浦 

琵琶湖 出典：独立行政法人水資源機構HP、 

水資源機構の技術案内 

図 3.7.4 湖沼開発の例 
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3.7.5 流況調整河川 

流況の異なる複数の河川を連絡することで、時期に応じて水量に余裕のある河川から不足し

ている河川に水を移動させることにより、水の有効活用を図り、水源とする方策である。 
深川川における概要評価は以下のとおりであり、対策案として選定しない。 

表 3.7.6  概略評価 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.7.5 流況調整河川のイメージ 

3.7.6 河道外貯留施設（貯水池） 

河道外に貯水池を設け、河川の流水を導入し、貯留することで水源とする方策である。 
深川川における概要評価は以下のとおりであり、対策案として選定する。 

表 3.7.7  概略評価 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 出典：愛知県HP，芦ヶ池調整池

出典：国土交通省 関東地方整備局

霞ヶ浦導水工事事務所HP 

方
策
№

方策

実現性
目標

コスト
対策案
の選定

備考
地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の協力の
見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 目標の確保
定量評
価

評
価

4

流況
調整
河川

困難 取水地点に近接する基準点観月橋地点
において正常流量が確保されておらず、上流
域の河川間の流量調整による効果がない

× － － － － － ×

方
策
№

方策

実現性 目標

コスト
対策案
の選定

備考
地域の特徴（場所の特性）、土地所有者
の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 目標の確保
定量
評価

評
価

5
河道外貯留

施設

可能 沿川の農地を河道外貯留施
設とすることで可能であるが、用
地買収や地権者の同意に時間を要
する

△
水道用水取水量の補
給は、河道外貯留施
設の下流に効果有り

目標の確保が可
能

可
能

○ ○ ○
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図 3.7.6 河道外貯留施設の例 

3.7.7 ダム再開発（かさ上げ・掘削） 

既存のダムをかさ上げあるいは掘削することで利水容量を確保し、水源とする方策である。 
深川川における概要評価は以下のとおりであり、対策案として選定しない。 

 
表 3.7.8  概略評価 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 

 

 

 

図 3.7.7 ダム再開発（かさ上げ）の例 

出典：今後の治水対策のあり方に関する有識者会議 

方
策
№

方策

実現性 目標

コスト
対策案
の選定

備考
地域の特徴（場所の特性）、土地所有者
の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 目標の確保
定量
評価

評
価

6

ダム再開発
（かさ上げ
・掘削）

困難 流域内に既設ダムがない × － － － － － ×
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3.7.8 他用途ダム容量の買い上げ 

既存のダムの他の用途のダム容量を買い上げて水源とする方策である。 
深川川における概要評価は以下のとおりであり、対策案として選定しない。 

表 3.7.9  概略評価 

方
策
№

方策

実現性 目標
コス
ト

対策
案の
選定

備考地域の特徴（場所の特性）、
土地所有者の協力の見通しな
ど

評
価

効果の内容・範囲 目標の確保
定量
評価

評
価

7
他用途ダム容
量の買い上げ

困難 流域内に既設ダムが
ない

× － － － － － ×

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

図 3.7.8 他用途ダム容量の買い上げのイメージ 

3.7.9 水系間導水 

水量に余裕のある他水系から導水することで水源とする方策である。 
深川川における概要評価は以下のとおりであり、対策案として選定しない。 

表 3.7.10  概略評価 
方
策
№

方策

実現性 目標

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土
地所有者の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 目標の確保
定量
評価

評
価

８ 水系間導水

困難 隣接する木屋川水系
、三隅川水系、掛淵川水系
等に余剰水はない。

× － － － － － ×

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.7.9   流域外導水のイメージ 

出典：今後の治水対策のあり方に関する有識者会議
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3.7.10 地下水取水 

伏流水や河川水に影響を与えないように配慮しつつ、井戸の新設等により水源とする方策で

ある。 
地下水を代替水源とする場合は、比較的小規模な水道事業（簡易水道等）に多い。 
深川川における概要評価は以下のとおりであり、対策案として選定する。 

表 3.7.11  概略評価 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.7.10  地下水取水のイメージ 

 
3.7.11 ため池 

主に、雨水や地区内流水を貯留するため池を設置することで、水源とする方策である。 
深川川における概要評価は以下のとおりであり、対策案として選定する。 

表 3.7.12  概略評価 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.7.11 ため池の例 

出典：国土交通省HP, 日本の水資源H22

出典：山口県HP, 明神溜池(山口市大字黒川)

方
策
№

方策

実現性 目標 コ
ス
ト

対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地所有
者の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 目標の確保
定量
評価

評
価

9 地下水取水 可能 可能である。 ○
井戸取水地点から
送水することによ
り給水可能

目標の確保
が可能

可能 ○ ○ ○

方
策
№

方策

実現性 目標 コ
ス
ト

対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地所有
者の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 目標の確保
定量
評価

評
価

10

ため池
（取水後の貯留
施設を含む）

可能 可能である。 ○
ため池下流に効果
あり

目標の確保
が可能

可能 ○ ○ ○
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3.7.12 海水淡水化 

海水を淡水化する施設を設置し、水源とする方策である。 

海水の淡水化施設は、河川水などの水源に乏しい島嶼部を主に水道水源と設定され稼動して

いる。沖縄県で稼働している例があるが、造水コストが大きく、対策案として選定しない。 

表 3.7.13  概略評価 

方
策
№

方策

実現性 目標

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特
性）、土地所有者の協力
の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 目標の確保
定量
評価

評
価

11

海水
淡水
化

可能 可能であるが、用
地買収や関係者との調整
に時間を要する

△
補給による新規開発量
の確保

目標の確保が可能 可能 ○
×

約28
億円

× 投資効果が低い

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

図 3.7.12 沖縄県海水淡水化施設 

 
 
 
 
 
 
 
  

図 3.7.13  海水淡水化施設の構成例 

 
 

 

 

 

 

 

出典：沖縄県企業局HP, 沖縄県海水淡水化施設
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3.7.13 水源林の保全 

主にその土壌の働きにより、雨水を地中に浸透させ、ゆっくり流出させるという水源林の持

つ機能を保全し、河川流況の安定化を期待する方策である。 
対象箇所下流に効果があると考えられるが、大きくは期待できない。 
深川川における概要評価は以下のとおりであり、対策案として選定しない。 

表 3.7.14  概略評価 

方
策
№

方策

実現性 目標

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特
性）、土地所有者の協力
の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 目標の確保
定量
評価

評
価

12

水源
林の
保全

可能 森林の保全は可能
であるが、保水機能の改
善は不確実であるうえ、
相当な年数を要する

△
対象箇所下流に効果が
あると考えられるが、
大きくは期待できない

流域面積に占める森林
面積は85%を占め、
既に現状の森林機能の
効果は見込まれており
、目標の確保が困難

現時
点で
は
困難

× － ×

森林の保全・整備は
森林機能の維持・改
善のためにも重要で
ある。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.7.14  森林の保水効果のイメージ 
 

出典：今後の治水対策のあり方に関する有識者会議 
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ダム使用権
等

既発行の
水利権量

0
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15
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振り替える可能性のある水利権量

ダム使用権
等

既発行の
水利権量

0

5

10

15

20
25

30

35

40

45

50

(m3/s)

振り替える可能性のある水利権量

3.7.14 ダム使用権等の振替 

需要が発生しておらず、水利権が付与されていないダム使用権等を必要な者に振り替える

方策である。 
深川川における概要評価は以下のとおりであり、対策案として選定しない。 

表 3.7.15  概略評価 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.7.15  水利権が付与されていないダム使用権等のイメージ 

3.7.15 既得水利の合理化・転用 

用水路の漏水対策、取水施設の改良等による用水の使用量の削減、農地面積の減少、産業構

造の変革等に伴う需要減分を、他の必要とする用途に転用する方策である。 
深川川流域内には、既得水利を合理化、転用する計画はなく、利用できる水利がないため、

対策案として選定しない。 

表 3.7.16  概略評価 

方
策
№

方策

実現性 目標

コスト
対策案
の選定

備考
地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の協
力の見通しなど

評
価

効果の内容・
範囲

目標の
確保

定量
評価

評
価

14

既得水
利の

合理化
・転用

困難 転用できる水利がない × － － － － － ×

 

 

 

 
 
 
 

図 3.7.16 既得水利転用のイメージ 

出典：今後の治水対策のあり方

に関する有識者会議 

 

 

出典：今後の治水対策のあり方

に関する有識者会議 

方
策
№

方策

実現性 目標

コスト
対策案
の選定

備考
地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の協
力の見通しなど

評
価

効果の内容・
範囲

目標の
確保

定量
評価

評
価

13

ダム使
用権等

の
振替

困難 流域内に既設ダムがない × － － － － － ×
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3.7.16 渇水調整の強化 

渇水調整協議会の機能を強化し、渇水時に被害を最小とするような取水制限を行う方策である。 

深川川における概要評価は以下のとおりであり、対策案として選定しない。 

表 3.7.17  概略評価 
 
 

 
 
 
 
 

3.7.17 節水対策 

節水コマなど節水機器の普及、節水運動の推進、工場における回収率の向上等により、水需

要の抑制を図る方策である。 
深川川における概要評価は以下のとおりであり、対策案として選定しない。 

表 3.7.18  概略評価 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.7.17  節水対策のイメージ 
出典：香川県ＨＰ、水資源対策課 

方
策
№

方策

実現性 目標

コスト
対策案
の選定

備考
地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の協
力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲
目標の
確保

定量
評価

評
価

15

渇水調
整の強

化

困難 緊急的な対策であり、必要な開発
量が確保できない。また、効果を定量的
に見込むことが困難である。

× － － － － － ×

方
策
№

方策

実現性 目標

コスト
対策案
の選定

備考
地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の協
力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲
目標の
確保

定量
評価

評
価

16
節水対

策

困難 緊急的な対策であり、必要な開発
量が確保できない。また、効果を定量的
に見込むことが困難である。

× － － － － － ×
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方
策
№

方策

実現性 目標

コスト
対策案
の選定

備考

地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の協
力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲
目標の
確保

定量
評価

評
価

17

雨水・
中水利

用

困難 推進することにより可能であるが、
利用者の意向に依存するものであり、その
効果を定量的に見込むことが困難。

× － － － － － ×

3.7.18 雨水・中水利用 

雨水利用の推進、中水利用施設の整理、下水処理水利用の推進により、河川水・地下水を水

源とする水需要の抑制を図る方策である。 
深川川における概要評価は以下のとおりであり、対策案として選定しない。 

表 3.7.19  概略評価 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.7.18   雨水・中水利用のイメージ 

出典：国土交通省・土地・水資源ＨＰ 
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3.7.19 水道事業上水受水（追加） 

既存の水道事業の給水区域の、導水による拡張によって、水道用水の給水を行う方策である。 
深川川における概要評価は以下のとおりであり、対策案として選定する。 

 

表 3.7.20  概略評価 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.7.19  導水拡張のイメージ 
 
 

配水池 送水
ポンプ

配水池
送水管 送水管

拡張
給水区域

水源

浄水場

既存の
給水区域

送水
ポンプ

配水池 送水
ポンプ

配水池
送水管 送水管

拡張
給水区域

水源

浄水場

既存の
給水区域

送水
ポンプ

水源

浄水場

既存の
給水区域

送水
ポンプ

方
策
№

方策

実現性 目標

コスト
対策案
の選定

備考

地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の協
力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 目標の確保
定量
評価

評
価

18
水道事
業上水
受水

可能 余裕のある油谷上水道区域及び三
隅簡易水道区域の拡張による導水により
供給が考えられる。

○
送水先での給水
が可能

目標の確
保が可能

可能 ○ ○ ○
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3.7.20 利水（水道用水）対策案の選定（一次選定） 

以上で述べた 18 手法の利水（水道用水）の方策案の選定結果を以下に示す。 
 

表 3.7.21（1） 利水（水道用水）対策案の選定 
 

方
策
№

方策

実現性 目標

コスト
対策案
の選定

備考
地域の特徴（場所の特性）、土地所有者
の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 目標の確保
定量
評価

評
価

1 ダム
可能 既計画であり、用地買収や
家屋移転は概ね完了しており、早
期実現が可能である

○
水道用水を補給、ダム下流
に効果有り

目標の確保が可能 可能 ○ ○ ○ 現計画

2 河口堰

困難 既存施設は50年以上経過。
洪水時の堰の倒伏において、洪水
低減期の塩水混入による取水停止
の恐れがあることから、塩害被害
を防止し供給することは困難であ
る

× － － － － － ×

3 湖沼開発
困難 流域内及び周辺には開発可
能な湖沼は存在しない

× － － － － － ×

4
流況調整

河川

困難 取水地点に近接する基準点
観月橋地点において正常流量が確
保されておらず、上流域の河川間
の流量調整による効果がない

× － － － － － ×

 
 

 
方
策
№

方策

実現性 水道用水取水(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考
地域の特徴（場所の特性）、土地所有
者の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 目標の確保
定量
評価

評
価

5
河道外貯留

施設

可能 沿川の農地を河道外貯留施設
とすることで可能であるが、用地買
収や地権者の同意に時間を要する

△
水道用水取水量の補給は、
河道外貯留施設の下流に効
果有り

目標の確保が可能 可能 ○ ○ ○

6

ダム再開発
（かさ上げ
・掘削）

困難 流域内に既設ダムがない × － － － － － ×

 
 
 

 
 
 
 

評
価
の
記
号

【水道用水取水（利水安全度）の確保】
○：対策効果・範囲が明確で、目標安全度を確保
でき、かつ定量評価が可能
×：上記いずれかが不可能
－：実現性が×のため、評価対象外

【実現性】
○：実現することが可能で、かつ実現に向けた見通しが確保されている。
△：実現することは可能だが、土地所有者の協力、関係者調整、法制度、技術的観点から実現に向けた見通しが十分確保され
ない。
×：適切な箇所、施設がない、明らかに土地所有者等の協力が見込めない、技術が確立されてない等から極めて実現性が低い。

【コスト】
×：コストが極めて高い。
○：それ以外。
－：実現性、目標が×のため、

評価対象外  
 
 
 

【河川を中心とした対策】 

コメントの凡例 

赤字：マイナスの要因 

対策案の選定の凡例 

○：選定、×：不選定 

【供給面での対応(河川区域内)】 
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表 3.7.21（2） 利水（水道用水）対策案の選定 
 
 

方
策
№

方策

実現性 目標

コスト
対策案
の選定

備考
地域の特徴（場所の特性）、土地所
有者の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 目標の確保
定量
評価

評
価

7
他用途ダム容
量の買い上げ

困難 流域内に既設ダムがない × － － － － － ×

8 水系間導水
困難 隣接する木屋川水系、三
隅川水系、掛淵川水系等に余剰
水はない。

× － － － － － ×

9 地下水取水 可能 可能である ○
井戸取水地点から送水する
ことにより給水可能

目標の確保が可能 可能 ○ ○ ○

10

ため池（取水
後の貯留施設

を含む）
可能 可能である ○ ため池下流に効果あり 目標の確保が可能 可能 ○ ○ ○

11 海水淡水化
可能 可能であるが、用地買収
や関係者との調整に時間を要す
る

△
補給による新規開発量の確
保

目標の確保が可能 可能 ○
×

約28
億円

× 投資効果が低い

12 水源林の保全

可能 森林の保全は可能である
が、保水機能の改善は不確実で
あるうえ、相当な年数を要する

△
対象箇所下流に効果がある
と考えられるが、大きくは
期待できない

流域面積に占める森林面
積は85%を占め、既に現
状の森林機能の効果は見
込まれており、目標の確
保が困難

現時
点で
は
困難

× － ×

森林の保全・整
備は森林機能の
維持・改善のた
めにも重要であ
る。  

評
価
の
記
号

【水道用水取水（利水安全度）の確保】
○：対策効果・範囲が明確で、目標安全度を確保
でき、かつ定量評価が可能
×：上記いずれかが不可能
－：実現性が×のため、評価対象外

【実現性】
○：実現することが可能で、かつ実現に向けた見通しが確保されている。
△：実現することは可能だが、土地所有者の協力、関係者調整、法制度、技術的観点から実現に向けた見通しが十分確保され
ない。
×：適切な箇所、施設がない、明らかに土地所有者等の協力が見込めない、技術が確立されてない等から極めて実現性が低い。

【コスト】
×：コストが極めて高い。
○：それ以外。
－：実現性、目標が×のため、

評価対象外  
 
 
 

方
策
№

方策

実現性 目標

コスト
対策案
の選定

備考
地域の特徴（場所の特性）、土地
所有者の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 目標の確保
定量
評価

評
価

13

ダム使用権等
の

振替

困難 流域内に既設ダムがな
い

× － － － － － ×

14
既得水利の

合理化・転用
困難 転用できる水利がない × － － － － － ×

15
渇水調整の強

化

困難 緊急的な対策であり、
必要な開発量が確保できない
。また、効果を定量的に見込
むことが困難である

× － － － － － ×

16 節水対策

困難 緊急的な対策であり、
必要な開発量が確保できない
。また、効果を定量的に見込
むことが困難である

× － － － － － ×

17
雨水・中水利

用

困難 推進することにより可
能であるが、利用者の意向に
依存するものであり、その効
果を定量的に見込むことが困
難

× － － － － － ×

18
水道事業上水
受水

可能 余裕のある油谷上水道
区域及び三隅簡易水道区域の
拡張による導水により供給が
考えられる

○ 送水先での給水が可能 目標の確保が可能 可能 ○ ○ ○

 

 
 

評
価
の
記
号

【水道用水取水（利水安全度）の確保】
○：対策効果・範囲が明確で、目標安全度を確保
でき、かつ定量評価が可能
×：上記いずれかが不可能
－：実現性が×のため、評価対象外

【実現性】
○：実現することが可能で、かつ実現に向けた見通しが確保されている。
△：実現することは可能だが、土地所有者の協力、関係者調整、法制度、技術的観点から実現に向けた見通しが十分確保され
ない。
×：適切な箇所、施設がない、明らかに土地所有者等の協力が見込めない、技術が確立されてない等から極めて実現性が低い。

【コスト】
×：コストが極めて高い。
○：それ以外。
－：実現性、目標が×のため、

評価対象外  

【需要面・供給面の総合的な対応が必要なもの】 

【供給面での対応(河川区域内)】 

コメントの凡例 

赤字：マイナスの要因 

対策案の選定の凡例 

○：選定、×：不選定 
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3.8  利水（水道用水）対策案の立案 

前項で選定した利水の方策を単独又は複数の組み合わせにより、ダム案や他に考えられる利

水対策案を立案する。 

   なお、地形的条件や土地利用状況などを踏まえて立案する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ◆ダム 

  ◆河川水を貯水池に貯留 

  ◆井戸の新設による地下水取水 

  ◆ため池を水源とする 

  ◆他の水道事業からの給水 

 抽出した上記の案を単独又は組み合わせた対策案を立案して詳細な検討を実施 

  １）大河内川ダム（現計画） 

  ２）河道外貯留施設 

  ３）地下水取水 

４）ため池 

  ５）水道事業上水受水 

深川川水系の地形的条件や土地利用状況を踏まえた利水（水道用水）対策案 

利水（水道用水）対策案の一次選定結果 
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3.8.1 大河内川ダム案 

大河内川の長門市大字深川湯本に重力式コンクリートダムを建設することで、利水容量

1,580,000m3（うち水道用水容量 40,000m3）を確保し、水道用水 1,000m3/日を確保する。 

 

 

 

計画浄水場

凡例

配水施設

：現配水施設
：計画浄水場

大河内川ダム

：計画水源

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・水道用水1,000m3/日を取水することとし、これに要するダム容量は40,000m3  

□施設の検討条件  

□ 整備内容

・ダムの目的 ：水道用水の確保
・ダムの型式 ：重力式コンクリートダム
・ダムの規模

ダ ム 高 ： 62.0m
堤 頂 長 ： 155m 

・貯水池容量配分
利水容量 ： 1,580,000m3 

流水の正常な機能の維持 ： 1,540,000m3 

水道用水 ： 40,000m3 

堆砂容量 ： 200,000m3

総貯水容量 ： 4,190,000m3 

〔ダム〕
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最低水位 EL.99.8m

常時満水位 EL.119.8m

サーチャージ水位 EL.132.9m

基盤岩盤 EL.75.0m

堆砂容量 200,000m3

利水容量 1,580,000m3

流水の正常な機能の維持
1,540,000m3

水道用水 40,000m3

総貯水容量
4,190,000m3

ダム天端高 EL.137.0m

洪水調節容量 2,410,000m3

有効貯水容量
3,990,000m3

堤高
62.0m

□大河内川ダム 事業計画図 

 

 

 

 

 

 

図 3.8.1 ダム平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.8.2 ダム下流面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                  図 3.8.3  標準横断図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.8.4  ダム容量配分図 
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3.8.2 河道外貯留施設案 

   大河内川合流点の深川川沿いに河道外貯留施設を建設し、水道用水 1,000m3/日を確保する。 

 

□施設の検討条件 

  ・水道用水 1,000m3/日を取水することとし、これに要する容量は 40,000m3  

                        

計画浄水場

凡例

配水施設

：現配水施設
：計画浄水場

河道外貯留施設

：計画水源

   

図 3.8.5  全体計画平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.8.6  河道外貯留施設位置図 

 

貯水池

候補地

計画浄水場 

深 川 川 

容 量 V=40,000m3

面 積 A=10,000m2

水 深 H=4.0m

〔補償〕  住家 3戸 用地 1.0ha 

〔施設〕 河道外貯留施設 

   V=40,000m
3
 

□ 整備内容 
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3.8.3 地下水取水案 

滝の下地区に取水井戸を掘削し、水道用水 1,000m3/日を確保する。 

 

□施設の検討条件 

・滝の下地区に井戸を掘削し、水道用水 1,000m3/日を取水する。 

 

□取水井戸の検討内容 

       

計画浄水場

凡例

配水施設

：現配水施設
：計画浄水場

取水井戸

：計画水源

導水管

 

3.8.4 ため池案 

流域内にある既存のため池を利用して、水道用水 1,000m3/日を確保する。 

 

□施設の検討条件 

・流域内にある既存のため池を活用する。 

・ため池の嵩上げにより水道用水 1,000m3/日を取水することとし、それに要する容量は

40,000m3 

    

計画浄水場

配水施設

ため池

凡例

：現配水施設
：現浄水場

：計画水源

 

取水井戸の主要設備 
・浅井戸 
・導水管 (φ150,L=3.8km)

・電気計装
・ 送水施設

□ 整備内容

〔施設 〕

〔施設 〕 既存ため池嵩上げ 
V=40,000m 3

□ 整備内容

〔補償 〕 用地 0.4ha 

計画貯水量 166,000m3 

（水道 40,000m3） 
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3.8.5 水道事業上水受水案 

   長門市水道事業のうち、送水余力のある他の給水区域から、受水する。 

 

①田上水源（油谷上水道区域）からの受水 

 

□ 施設の検討条件 

・長門上水道区域の西側に近接する油谷上水道区域から 1,000m3/日を送水するものとする。  

・田上水源から長門上水区域まで約 13km の送配水管及び送水ポンプが必要となる。 

 

 

□施設の検討内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.8.7 送水経路のイメージ 

 

 

油谷上水道区域

〔施設 〕送配 水管路施設 
φ150～φ250  L=13.0km

送水 ポンプ施設 

)

送配水管施設 

田上水源 ( )

□ 整備内容 

( 

油谷
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②三隅中地区水源（三隅簡易水道区域）からの受水 

 

□ 施設の検討条件 

・長門上水道区域の東側に近接する三隅簡易水道区域から 1,000m3/日を送水するものとする。 

・三隅中地区水源から長門上水区域まで約 7.5km の送配水管及び送水ポンプが必要となる。 

 

 

□施設の検討内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.8.8 送水経路のイメージ 

 

 

 

   

〔施設 〕送配 水管路施設 
φ150～200  L=7.5km

送水 ポンプ施設 送配水管施設 

(三隅中簡易水道区域)

三隅中地区水源 (三隅) 

□ 整備内容


